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民有林林道台帳について

平成８年５月16日 ８林野基第158号

林 野 庁 長 官 通 知

（最終改正） 令和４年３月29日 ３林整整第1147号

林道規程（昭和48年４月１日付け48林野道第107号。以下「規程」という。）第７

条の規定により整備する台帳のうち、民有林林道台帳（以下「林道台帳」という。）

の整備について別紙のとおり「民有林林道台帳について」を定めたので、林道台帳の

適切な整備に努められたい。

なお、これに伴い「民有林林道台帳について」（昭和50年３月８日付け50林野道第45

号林野庁長官通知）及び「民有林林道台帳の調製について」（昭和50年４月１日付け50

－６林野庁林道課長通知）は廃止する。

おって、貴管内の市町村等林道の管理者に対しては、貴職よりこの旨周知徹底され

たい。
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（別 紙）

民有林林道台帳について

１ 林道台帳作成の目的

林道台帳の作成は、林道の種類、構造、資産区分等林道の現況を明らかにし、適

正な林道の管理に資することを目的とする。

２ 林道台帳の作成対象となる林道

この林道台帳に記載する林道は、民有林林道事業で施行した国庫補助に係る民有

林林道（以下「国庫補助林道」という。）とする。

なお、次の林道については、規程に定める規格、構造及びその他必要な条件を具

備している場合には林道台帳に記載することができるものとする。

(1) 都道府県が国庫補助以外の財源（(2)の融資を除く。）により施行した民有林

林道及び市町村、森林組合等が都道府県単独の補助により施行した林道（以下

「県単林道」という。）

(2) 都道府県、市町村、森林組合等が株式会社日本政策金融公庫からの融資によ

り施行した民有林林道（以下「融資林道」という。）

(3) 市町村、森林組合等が上記(1)、(2)以外の財源により施行した民有林林道（以

下「自力施行林道」という。）

(4) 民有林の補助事業等により開設した民有林林道以外の道路等であって、規程

に定める規格、構造及びその他必要な条件を具備したことにより民有林林道の

自動車道等として編入されたもの

３ 林道台帳の作成主体等

林道台帳を作成する林道の管理者（以下「林道管理者」という。）は、林道台帳を

正・副２通作成し、正本は当該林道の管理者において、副本は当該林道をその区域

に含む都道府県（以下「関係都道府県」という。）において保管するものとする。

ただし、当該林道の管理者が複数ある場合には、各林道管理者は正・副２通を作

成の上、正本を保管するとともに、副本は関係都道府県において保管するものとす

る。

また、林道管理者が森林組合、国立研究開発法人森林研究・整備機構等である場

合には、正本１通のほか、副本を２通作成し、正本を保管するとともに、副本は関

係都道府県及び当該林道をその区域に含む市町村において各１通を保管するものと

する。

４ 林道台帳の記載事項等

(1) 林道台帳は、現況一覧表（第１号様式）、総括表（第２号様式の１及び２）、

経過表（第３号様式）、平面見取図（第４号様式の１及び２）、平面図（第５号

様式）及び林道位置図からなるものとし、このうち単線軌道については、総括

表（第２号様式の２）及び平面見取図（第４号様式の２）からなるものとする。
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なお、必要がある場合は、上記各様式及び林道位置図以外の資料を林道台帳

の付属帳票として併せて保管するものとする。

(2) 前号に規定する平面図は、縮尺１／1,000以上とし、原則として測量法（昭和

24年法律第188号）第５条に規定する公共測量により作成するものとする。

(3) 林道台帳の作成は、別添「民有林林道台帳作成要領」によるものとする。

５ 林道台帳の訂正等

林道台帳の記載事項に変更が生じたときは、林道管理者は速やかにその訂正を行

うものとする。

６ その他

この林道台帳で定めたもののほか、旧林道台帳に記載された特記事項については、

この台帳に転記しておくものとする。
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（別 添）

民有林林道台帳作成要領

Ⅰ 林道台帳用紙の規格寸法及び綴り込み順序

１ 林道台帳の表紙の規格等

(1) 用紙の規格は、Ｂ４版とし、厚紙表紙とすること。

(2) 用紙の表面及び背面には、上段に「民有林林道台帳」、下段に管理者名又は関

係都道府県名を表示すること。

(3) 表紙の裏側第１面には、索引番号、台帳整理番号、路線名及び管理者名を記

入すること。また、裏側第２面には、管内図を添付すること。

２ 林道台帳各様式の規格等

(1) 用紙の規格は、Ｂ４版とし、上質厚紙とすること。

(2) 副本は、電子コピー等の複写としても差し支えないものとする。

３ 林道台帳の綴り込み順序

綴り込み順序は、現況一覧表（第１号様式）の次に各路線ごとの総括表（第２

号様式の１及び２）、経過表（第３号様式）、平面見取図（第４号様式の１及び２）、

平面図（第５号様式）、林道位置図及びその他付属帳票の順とし、表紙を綴り込み

装幀すること。

Ⅱ 各様式の記入要領

１ 現況一覧表（第１号様式）

(1) 記入方法

本表は、総括表（第２号様式の２を除く。）又は経過表より転記するほか、必

要事項を記入すること。

(2) 一定要件の該当有無

「一定要件の該当有無」は、当該の場合のみ「有」と記入すること。

（注） 一定要件とは、全幅員が４ｍ以上かつ両端（起終点）が公道に接続

する場合（一定要件林道、一定要件農道等を介して接続する場合を含

む。）

２ 総括表

(1) （第２号様式の１）

ア 台帳登載年月日

「台帳登載年月日」は、当該事業に係るすべての工事を完了し、引き渡し

を行って使用が開始された日とする。

イ 路線名

「路線名」は、民有林林道整備計画、森林環境保全整備事業補助金交付決

定等の路線の名称と統一して使用する。ただし、当該林道が他の林道と連絡

等により名称変更があった場合は、その名称を修正するものとし、摘要欄に

その経過について記入すること。
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ウ 幹、支、分線別

「幹、支、分線別」とは、林道規程（以下「規程」という。）第３条第４

号、第５号及び第６号によるものとし、幹線はその名称を記入し、支線、分

線は当該路線が属する幹線名を記入するほか、そのいずれか該当する事項に

○印を付すること。

なお、分線から分岐する路線名については、分線名に支番を付し「○○分

線１」、「○○分線２」と表示することとし、さらにその先、分岐する場合は、

「○○分線１－１」、「○○分線１－２」と表示すること。

エ 基幹道、基盤整備道、強靱化林道、管理道、専用道、施業道別

「基幹道、基盤整備道、強靱化林道、管理道、専用道、施業道別」は、森

林環境保全整備事業実施要領（平成14年３月29日付け13林整整第885号）、農

山漁村地域整備交付金交付要領（平成22年４月１日付け21林整計第336号）又

は沖縄振興公共投資交付金交付要綱（平成24年４月６日付け23地第484号）に

定める森林基幹道は「基幹道」、林業生産基盤整備道は「基盤整備道」、山村

強靱化林道は「強靱化林道」、森林管理道は「管理道」、林業専用道は「専用

道」、森林施業道は「施業道」に区分の上それぞれ該当する事項に○印を付す

ること。

オ 自動車道の種類等

「自動車道の種類等」は、規程第４条第１項、第３項及び第４項によるも

のとし、自動車道は第１種、第２種及び１、２、３級に該当する区分を記入

し、軽車道に該当する場合、当該事項に○印を付すること。

カ 奥地、その他別

「奥地、その他別」は、『林道施設災害復旧事業における「奥地幹線林道」

と「その他の林道」の区分について』（昭和49年５月17日付け49林野道第108

号）の定めるところにより奥地幹線林道は「奥地」、その他の林道は「その他」

と区分の上それぞれ該当する事項に○印を付すること。

キ 国有林林道との関係

「国有林林道との関係」は、次により記入すること。

(ｱ) 併用林道は、「併用林道の取扱いについて」（昭和38年８月31日付け38林

野業第815号）の定めるところにより併用林道協定の有無について該当する

事項に○印を付すること。

(ｲ) 峰越林道は、「峰越連絡林道の維持管理災害復旧等について」（昭和43年

４月４日付け43林野業第180号）の定めるところにより維持管理、災害復旧

等の協定の有無について該当する事項に○印を付すること。

ク 位置

「位置」は林道の全体計画における起点及び終点の地籍（目標を含む。）を

記入すること。

また、用途変更等により起終点の位置を変更した場合は、前回までの起点
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及び終点の地籍を抹消し、下段に新たに追加記入すること。

ケ 過疎市町村、振山市町村又は半島市町村

「過疎市町村、振山市町村又は半島市町村」は、当該市町村が過疎地域自

立促進特別措置法（平成12年法律第15号）、山村振興法（昭和40年法律第64号）

又は半島振興法（昭和60年法律第63号）の適用により過疎地域、振興山村地

域又は半島振興対策実施地域の指定を受けた市町村名と指定年月日を記入す

ること。

コ 全体計画

(ｱ) 総延長

「総延長」は、当該路線に係る現況延長及び計画延長の総和を記入する

こと。ただし、市町村が２以上にわたる場合は、当該市町村に係る延長を

上段に（ ）書きで併記すること。

また、地域森林計画、森林経営計画又は民有林林道整備計画の改訂、計

画変更等により、全体計画延長に変更があった場合は、その変更の時点で

修正するものとし、毎会計年度ごとの修正は行わないものとする。

(ｲ) 現況及び計画

「現況及び計画」は、総延長の内訳として現況及び計画延長をそれぞれ

記入すること。

また、２以上の異なる幅員がある場合は、各幅員別延長を合算して記入

し、その幅員は、「○.○ｍ～○.○ｍ」と表示すること。

(ｳ) 地域森林計画

「地域森林計画」は、森林法（昭和26年法律第249号、以下「法」という。）

第５条に基づき地域森林計画の指定を受けた地域森林計画名及び計画期間

を記入すること。

(ｴ) 森林経営計画

「森林経営計画」は、法第11条に基づき森林経営計画の認定を受けた森

林経営計画区名及び計画期間を記入すること。

サ 利用区域内の状況

「利用区域内の状況」は、次により記入すること。

(ｱ) 利用区域内の森林資源

「利用区域内の森林資源」は、当該路線に係る面積及び蓄積について開

設計画策定時点における森林資源を記載することを原則とするが、その後

の開設事業、峰越連絡林道等によって連絡線形（中腹又は嶺線林道を含む。）

を形成し、全体計画に変更が生じた場合又は公道等への接続により交通状

況が著しく変化したことに伴って幹線支線の区分に変更が生じた場合にお

いて利用区域に変更が生じたときは、当該区域内の森林資源について速や

かに変更を行うものとする。また、市町村が２以上にわたる場合は、当該

市町村に係る面積及び蓄積を上段に（ ）書きで併記すること。
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(ｲ) その他面積

「その他面積」は、利用区域内の森林以外の面積について農地、その他

に区分の上当該面積を記入すること。

(ｳ) 利用区域内の森林資源のうち法令に基づく制限等の区分及び面積

「利用区域内の森林資源のうち法令に基づく制限等の区分及び面積」は、

その制限、規制等の内容により種類、名称等を区分欄に、当該面積を面積

欄にそれぞれ記入すること。

また、ここでいう「法令」とは、森林法、自然公園法、自然環境保全法、

砂防法、文化財保護法その他の法令をいう。

シ 接続道路の状況

「接続道路の状況」は、当該林道の起点及び終点の接続道路について路線

名、幅員、延長、道路の種類及び管理者名を記入すること。この場合、起点

側等一方のルートについては当該市町村役場までの連担する路線名及び関係

区間を記入すること。

ス 利用区域内の人家等

「利用区域内の人家等」は、人家、公共用建物及びその他について記入し、

人家については世帯数を、公共用建物については役場、学校、消防施設等を、

その他については前記以外の建物又は施設について記入すること。

セ 交通災害保険加入状況

「交通災害保険加入状況」は、当該林道について交通災害保険に加入して

いる場合について保険の種類、保険会社の名称及び加入年月日を記入するこ

と。

ソ その他

(ｱ) 上記各事項のうち、位置関係のあるものについては、平面見取図及び平

面図に表示すること。

(ｲ) 摘要欄には、次の事項を記入すること。

ａ 総括表の第１面から第２面又は別様に転記した場合は、「前葉から転記」

と朱書すること。この場合は、同様式の前葉はそのまま添付しておくも

のとする。

ｂ 協定書、補助様式等がある場合は、その写しを添付するのを原則とす

るが、別途保管する場合にはその保管の方法、名称等について表示する

こと。

ｃ 捨土等により谷止堰堤、捨土処理施設等を林道事業で設置した場合は、

施設名と箇所数を記入すること。

ｄ 当該林道が、有料道路の場合は「有料道路」と記入すること。

ｅ 利用伐期齢以上の立木の蓄積を記入すること。

ｆ その他必要な事項を記入すること。

(ｳ) 当該林道の起点・終点の位置及び幅員を確認するため、林道標識状況写
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真を付属資料として添付すること。

(2) （第２号様式の２）

ア 単線軌道名

「単線軌道名」は、補助金交付決定等の路線の名称と統一して使用する。

イ 管理者名

「管理者名」は、規程第５条によるものとする。

ウ 位置

「位置」は、当該単線軌道の起点及び終点の地籍を記入すること。

また、起終点の位置を変更した場合は、前回までの起点及び終点の地籍を

抹消し、下段に新たに追加記入すること。

エ 接続道路

「接続道路」は、当該単線軌道の起点の接続道路について、路線名、幅員、

延長、道路の種類及び管理者名を記入すること。

オ 利用区域内の状況

「利用区域内の状況」は、次により記入すること。

(ｱ) 「利用区域内の森林資源」は、当該軌道に係る面積及び蓄積について当

該単線軌道の計画時点における森林資源を記入することを原則とするが、

その後の軌道の延長等の変更等により利用区域に変更が生じたときは、速

やかに変更を行うものとする。

また、市町村が２以上にわたる場合は、当該市町村に係る面積を上段に

（ ）書きで併記すること。

(ｲ) 「その他面積」は、利用区域内の森林以外の面積について農地、その他

に区分の上当該面積を記入すること。

(ｳ) 「利用区域内のうち法令に基づく制限等の内容及び面積」は、利用区域

内の制限、規制等の内容により種類、名称等を「制限等の内容」欄に、当

該面積を「面積」欄にそれぞれ記入すること。

また、山地災害危険区域又は自然公園法第２条に定める自然公園に該当

する場合は地区名又は公園名をそれぞれ「制限等の内容」欄に記載するこ

と。

カ 軌条関係

「軌条関係」は、次により記入すること。

(ｱ) 「施行年度」は、当該事業を施行した会計年度を記入すること。

(ｲ) 「施行主体名」は、当該事業を施行した都道府県、市町村、森林組合等

を記入すること。

(ｳ) 「施行区分」は、国庫、県単、融資、自力等の区分を記入すること。

(ｴ) 「延長」は、当該年度の施行延長を記入すること。

(ｵ) 「事業費」は、軌条の敷設に要した事業費を下段に記入し、国費を上段

に（ ）書で併記すること。
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(ｶ) 「主な防護施設」は、擁壁等の防護施設を設けた場合その工種を記入す

ること。

(ｷ) 「主な付帯施設」は、格納庫等を設けた場合、施設名を記入すること。

(ｸ) 「現況延長」は、各施行年度ごとの延長の累計とし、移設等により延長

減がある場合は、累計延長から差し引いて記入し、備考欄に減（△）延長、

理由、移設先等を記入すること。

(ｹ) 「登載年月日」は、当該事業に係る全ての工事を完了し、引き渡しを行

って使用が開始された日とする。

(ｺ) 「摘要」は、その他必要事項について記入すること。

キ 車両関係

「車両関係」は、次により記入すること。

(ｱ) 「年度」は当該車両を導入した年度とする。

(ｲ) 「施行主体名」は、当該事業を施行した都道府県、市町村、森林組合等

を記入すること。

(ｳ) 「施行区分」は、国庫、県単、融資、自力等の区分を記入すること。

(ｴ) 「事業費」は、当該車両の導入に要した事業費を下段に記入し、同国費

を上段に併記すること。

(ｵ) 「動力車」、「運転台車」、「乗用台車」及び「荷物台車」は機種及び製造

番号を記入するものとする。

(ｶ) 「登載年月日」は、車両等の引き渡しを受け、使用が開始された日とす

る。

(ｷ) 「摘要」はその他必要事項について記入すること。

３ 経過表（第３号様式）

(1) 施行年度

「施行年度」は、当該事業を施行した会計年度を記入すること。

(2) 施行主体名

「施行主体名」は、当該事業を施行した都道府県、市町村、森林組合等を記

入すること。

(3) 新設、改築、改良、舗装、災害等の別又は併用、編入、削除の別

「新設、改築、改良、舗装、災害等の別又は併用、編入、削除の別」は、新

設、改築、改良、舗装、災害等については当該事業名、併用林道等の協定をし

たものは併用、作業道等他の道路から編入を受けたものは編入、転用（用途変

更を含む。）等により市町村道等他の道路等へ移管したものは削除として記入す

ること。

この場合、併用については、併用林道等の協定書の写しを添付しておくもの

とする。

また、編入又は削除となったものについては、同欄右余白に編入又は削除と

なった年月日と、これを証する管理者（都道府県にあっては出先機関の長でも
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差し支えない。）の認印を押印すること。

(4) 施行区分

「施行区分」は、国庫補助林道、県単林道、融資林道、自力施行林道等の別

により、それぞれ「国庫」、「県単」、「融資」、「自力」等の区分を記入する。

なお、国庫補助林道については、「基幹道」、「基盤整備道」、「強靱化林道」、「管

理道」、「専用道」又は「施業道」の補助区分の別を下段に併記し、また、県単

林道又は自力施行林道のうち、ふるさと林道緊急整備事業により施行したもの

は、下段に（ ）で「ふるさと」と併記する。

(5) 幅 員

「幅員」は、全幅員（車道幅員と路肩幅員との和とする。）を記入すること。

(6) 延 長

「延長」は、次により記入すること。

ア 新設又は改築事業を施行した場合は、当該年度の施行延長を記入すること。

また、改築を施行した結果、中心線の移動等によって旧延長と出来形延長

とに増減が生じた場合は、当該事業の延長に対応する旧延長及び幅員を摘要

欄に記入すること。

イ 改良、舗装又は災害事業を施行した場合は、当該年度の施行延長を（ ）

書きで記入すること。

また、当該事業を施行した結果、中心線の移動等によって旧延長と出来形

延長とに増減が生じた場合は、当該事業の延長に対応する旧延長と差引増減

（△）延長とを摘要欄に記入すること。

ウ 併用は、国有林が施行した林道（以下「国有林林道との併用」という。）と

民有林が施行した林道（以下「民有林林道の併用」という。）とに区分するも

のとし、次により記入すること。

(ｱ) 国有林林道との併用は、併用協定書に基づく全体区間延長を（ ）書き

で記入し、都道府県、市町村、森林組合等が維持管理、災害復旧等の協定

書により定めた管理区間の延長を上段に※印を付し併記すること。

この場合、上段及び下段の延長は、現況延長欄には参入しないこと。

(ｲ) 民有林林道の併用は、併用協定書に基づく全体区間延長を（ ）書きで

記入し、都道府県、市町村、森林組合等が維持管理、災害復旧等の協定書

により定めた管理区間の延長を上段に※印を付し併記すること。

エ 作業道等他の道路から編入を受けた場合は、編入によって増となった延長

を記入すること。この場合、編入前の当該道路の施行者、対象事業等につい

て摘要欄に記入すること。

オ 転用（用途変更を含む。）等により市町村道等他の道路へ移管して削除とな

った場合は、削除によって減（△）となった延長を記入すること。この場合、

移管先の管理者、道路の種類等を摘要欄に記入すること。

(7) 事業費
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「事業費」は、当該事業に要した事業費を下段に記入し、同国費を上段に（ ）

書きで併記すること。

(8) 補助率

「補助率」は、当該事業の国庫補助率を記入すること。ただし、開設事業に

あっては、過疎地域又は振興山村地域の指定を受け国庫補助率の嵩上げがあっ

た場合は当該補助率、災害復旧事業にあっては激甚災害に対処するための特別

の財政援助等に関する法律（昭和37年法律第150号）の適用により国庫補助率の

嵩上げがあった場合は当該補助率を記入すること。

(9) 線形の状況

「線形の状況」は、曲線半径及び縦断勾配について記入するものとし、曲線

半径については、規程第15条のただし書の規定値（以下「例外値」という。）を

適用した箇所数、縦断勾配については規程第20条のただし書きの規定値（以下

「例外値」という。）を適用した箇所数をそれぞれ記入すること。

(10) 構造物の状況

「構造物の状況」は、橋梁及びトンネルについて記入すること。また、当該

構造物は、起点からの距離を摘要欄に記入するほか平面見取図及び平面図に位

置関係を表示すること。

ア 橋梁について

(ｱ) 橋梁は、橋長４ｍ以上のものとすること。

(ｲ) 構造は、木橋、永久橋の別及び橋梁の形式を記入すること。

イ トンネルについて

構造は、素堀り、巻き立ての別及びトンネルの形式を記入すること。

(11) 待避所、車廻し、林業作業用施設及び

「待避所、車廻し、林業作業用施設」は、設置された施設の箇所数を記入す

ること。

(12) 標識等

「標識等」は、林道に設置された標識又は道路反射鏡その他これらに類する

交通安全施設の設置した本数を記入すること。

(13) 現況延長

ア 幅員は、「4.0ｍ未満」と「4.0ｍ以上」とに区分すること。また、規程第４

条の林道の種類、自動車道の級別の区分等幅員の構成が２以上有する場合は、

施行年度ごとに各々幅員の構成別に当該幅員及び延長を再掲すること。

イ 延長の増減（△）は、次により計上すること。

(ｱ) 新設については、延長増として当該の区分に追加して記入すること。

(ｲ) 改築及び改良によって幅員が「4.0ｍ未満」から「4.0ｍ以上」に移動す

る場合は、それぞれ当該の区分に変えて記入すること。この場合、当該事

業を実施した結果中心線の移動等によって旧延長と出来形延長とに増減が

生じた場合は、当該事業の出来形延長を延長増、当該事業の出来形延長に
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対応する旧延長を延長減（△）として当該の区分の延長をそれぞれ修正の

上記入すること。

(ｳ) 改良、舗装及び災害については、延長の各欄には記入しないものとする。

ただし、当該事業を実施した結果中心線の移動等によって旧延長と出来

形延長とに増減が生じた場合には、旧延長と出来形延長との増減のみを延

長増又は延長減（△）として当該の区分の延長をそれぞれ修正の上記入す

ること。

(ｴ) 併用については、記入しないこと。ただし、民有林林道の併用は、新設

又は改築の当該事業欄で記入すること。

(ｵ) 編入については、延長増として当該の区分に追加して記入すること。

(ｶ) 削除については、延長減として当該の区分から差し引いて記入すること。

ウ 累計は、「幅員4.0ｍ未満」の延長と「幅員4.0ｍ以上」の延長とを合算した

ものとし、地域森林計画、森林経営計画又は民有林林道整備計画の改訂、計

画変更等により、全体計画延長に変更があった時点で総括表の現況欄に転記

すること。

(14) 現在終点位置の地番等

「現在終点位置の地番等」は、当該事業に係る施行年度ごとの終点位置の地

番を記入すること。また、終点位置の地番を表示することが不適当な場合は、

目標として近傍の地形、地物の名称を記入すること。

(15) 登載年月日

「登載年月日」は、当該事業に係るすべての工事を完了し、引き渡しを行っ

て使用が開始された日とすること。

(16) 「摘要欄」には、その他必要事項について記入すること。

４ 平面見取図

(1) （第４号様式の１）

ア 作成対象

平面見取図は、林道台帳記載の路線ごとに作成すること。

イ 記入すべき事項及び方法

(ｱ) 林道の主なる経過地（目標物を含む。）、他の道路等と交差する地点の地

番等を記入すること。

(ｲ) 林道の起点・終点の地番（開設計画のある路線は全体計画の終点の地番

及び目標物を含む。）を記入し、既設は太字実線、開設計画は二重破線で表

示すること。

(ｳ) 林道に関連する施設について鉄道・道路等（河川・集落・公共施設及び

主要な目標物を含む。）の名称等を表示すること。

(ｴ) 併用協定等の全体区間延長及び管理区間を表示すること。
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(ｵ) 林道の種類及び区分又は幅員が異なるごとにその延長を記入すること。

ウ 記入する記号

この図面に記入する記号は、国土地理院発行の地形図記載の記号によるこ

と。

(2) （第４号様式の２）

ア 作成対象

「平面見取図」は、林道台帳登載の単線軌道ごとに作成すること。

イ 記入すべき事項及び方法

(ｱ) 軌条の位置、利用区域及び起終点（ＢＰ・ＥＰ）

(ｲ) 接続道路の名称、道路の種類及び幅員

(ｳ) 単線軌道に関連する施設等（河川・集落・公共施設、主要な付帯施設及

び主要な目標物）

ウ 記入する記号

この平面図に記入する記号は、国土地理院発行の地形図記載の記号とする。

５ 平面図（第５号様式）

(1) 作成対象

平面図は、林道台帳記載の路線ごとに作成すること。

(2) 図面の縮尺及び寸法

ア 平面図の縮尺は、１／1,000以上とする。

イ 平面図の寸法は、原則としてＢ４版とする。

(3) 平面図の図化範囲

平面図の図化範囲は、林道敷地を原則とする。

(4) 記入事項及び方法

平面図は、林道付近の地形、地物を表示するとともに、林道台帳の平面図と

して、必要な次の事項を記入すること。

ア 市町村、大字及び字の名称及び境界線

イ 林道の幅員

ウ 開設、改良、舗装の年度別施行区間

エ トンネル及び橋梁の名称

オ 林道の主な付帯施設

カ 林道の敷地の国有、地方公共団体の所有又は民有の別

キ 交差、接続する道路及び路線名

ク 交差する鉄道及び名称

ケ 作成年月日及び作成者

(5) 記入する記号

この図面に記入する記号は、国土地理院発行の地形図記載の記号によること。

Ⅲ 林道位置図

１ 位置図は、５万分の１の地形図により作成し、Ｂ４版の規格に折り込むこと。

２ 副本は、電子コピー等の複写としても差し支えない。
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樹
広

葉
樹

計
区

分
(
h
a
)

制
限

等
の

内
容

面
積

(
h
a
)

起
点

郡
（

市
）

町
（

村
）

大
字

字
番

地

郡
（

市
）

町
（

村
）

大
字

字
番

地
民

有
林

終
点

郡
（

市
）

町
（

村
）

大
字

字
番

地
(
分

収
造

林
)

接
続

道
路

国
有

林

路
線

名
幅

員
(
m
)

延
長

(
k
m
)

道
路

の
種

類
管

理
者

名

計

施
行

施
行

延
長

現
況

延
長

軌
年

度
主

体
名

施
行

区
分

（
ｍ

）
事

業
費

（
千

円
）

主
な

防
護

施
設

主
な

付
帯

施
設

（
ｍ

）
登

載
年

月
日

摘
要

条 関 係

施
行

車
年

度
主

体
名

施
行

区
分

事
業

費
（

千
円

）
動

力
車

運
転

台
車

乗
用

台
車

荷
物

台
車

登
載

年
月

日
摘

要

両 関 係

摘
要



索
引

番
号

（
第

３
号

様
式

）
林

道
台

帳
経

過
表

路
線

名

新
設

、
改

築
待

避
所

、
標

現
況

延
長

（
ｍ

）
現

在
終

点
位

置

施
施

行
改

良
、

舗
装

施
行

幅
延

（
国

費
）

補
線

形
の

状
況

構
造

物
の

状
況

車
廻

し
、

識
区

分
(
目

標
物

を
含

登
載

年
月

日

行
災

害
の

別
助

曲
線

縦
断

林
業

作
業

等
幅

員
4
.
0
m

幅
員

4
.
0
m

む
)
の

地
番

等
摘

要

年
又

は
併

用
率

半
径

勾
配

橋
梁

及
び

ト
ン

ネ
ル

用
施

設
未

満
以

上
累

計
(
市
、
郡
、
町
、

度
主

体
名

編
入

、
削

除
区

分
員

長
事

業
費

例
外

値
例

外
値

幅
員

延
長

本
幅

延
幅

延
村
、
大

字
、
字
、

(
年

月
日
)

の
別

(
m
)

(
ｍ

)
（

千
円

）
箇

所
数

箇
所

数
名

称
(
ｍ

)
(
ｍ

)
構

造
箇

所
数

数
員

長
員

長
番

地
)

注
）

施
行

区
分

に
は
、
「

国
庫

」
、
「

県
単
」
、
「

融
資

」
、
「

自
力

」
等

の
区

分
の

ほ
か

、
「

基
幹

道
」
、
「

基
盤

整
備

道
」
、
「

強
靱

化
林

道
」
、
「

管
理

道
」
、
「

専
用

道
」
、
「

施
業

道
」

の
区

分
を

下
段

に
併

記
す

る
こ

と
。



索
引

番
号

（
第

４
号

様
式

の
１

）
林

道
台

帳
平

面
見

取
図

路
線

名



索
引

番
号

（
第

４
号

様
式

の
２

）
林

道
台

帳
平

面
見

取
図

（
単

線
軌

道
）

路
線

名



索
引

番
号

（
第

５
号

様
式

）
林

道
台

帳
平

面
図

路
線

名

台
帳

整
理

番
号

：
作

成
年

月
日

：

図
面

番
号

：
作

成
者

：



別
表

転
用

等
（

用
途

変
更

を
含

む
。
）

経
過

一
覧

表

都
道

府
県

市
町

村

令
和

年
月

日
現

在

台
帳

種
類

転
用

返
還

額

整
理

路
線

名
位

置
管

理
主

体
及

び
幅

員
等

延
長

転
用

等
の

内
容

転
用

等
年

月
日

摘
要

番
号

区
分

（
ｍ

）
（

ｍ
）

事
業

費
（

千
円

）
国

費
（

千
円

）

（
注

）
本

表
の

記
載

内
容

は
、

総
括

表
（

第
２

号
様

式
）

と
一

致
さ

せ
る

こ
と

。




